
平成 15年 3月期    個別中間財務諸表の概要 平成 14年 11月 15日

上 場 会 社名 ツインバード工業㈱ 上場取引所  東

コ ー ド 番号 6897 本社所在都道府県 新潟県

（ＵＲＬ　http://www.twinbird.co.jp）

代 表 者 役職名　取締役社長 氏名　野水 重勝

問合せ先責任者 役職名　経理部長 氏名　新嶋 昌泰 TEL (0256) 92 - 6111

中間決算取締役会開催日　　平成 14年 11月 15日 中間配当制度の有無　　有

中間配当支払開始日　　    平成   年   月   日 単元株制度採用の有無　有(１単元　1,000 株)

１. 14年 9月中間期の業績（平成 14年 3月 26日 ～ 平成 14年 9月 25日）
(1)経営成績 （百万円未満切捨）

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

14年 9月中間期 6,554 1.8 103 135.5 △ 229 -
13年 9月中間期 6,440 11.0 43 △ 60.6 11 △ 87.3
14年 3月期 13,457 8 172

百万円 ％ 円　　銭

14年 9月中間期 △ 232 - △ 25.80
13年 9月中間期 △ 7 - △ 0.79
14年 3月期 36 4.05
(注) ①期中平均株式数   14年 9月中間期   9,030,000 株  13年 9月中間期   9,030,000 株  14年 3月期   9,030,000 株

     ②会計処理の方法の変更　　 無

     ③売上高、営業利益、経常利益、中間(当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率

(2)配当状況
１株当たり
年間配当金

円　銭 円　銭

14年 9月中間期 0.00 －
13年 9月中間期 0.00 －
14年 3月期 － 2.50

(3)財政状態
１株当たり

株主資本
百万円 百万円 ％ 円　　銭

14年 9月中間期 12,099 5,154 42.6 570.80
13年 9月中間期 11,754 5,350 45.5 592.50
14年 3月期 12,016 5,416 45.1 599.80
(注) ①期末発行済株式数　14年 9月中間期   9,030,000 株　13年 9月中間期   9,030,000 株　14年 3月期   9,030,000 株

 　  ②期末自己株式数　　14年 9月中間期 　      -   株　13年 9月中間期 　      -   株　14年 3月期 　      -   株

２. 15年 3月期の業績予想（ 平成 14年 3月 26日  ～  平成 15年 3月 25日 ）
　

期　　末

百万円 百万円 百万円 円　　銭 円　　銭

通　　期 14,000 60 10 2.50 2.50
（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）   1 円 11 銭 

売   上   高 営　業　利　益 経　常　利　益

１ 株 当 た り 中 間

( 当 期 ） 純 利 益
中間(当期）純利益

１株当たり
中間配当金

総  資  産 株  主  資　本

１株当たり年間配当金

株主資本比率

売   上   高 経　常　利　益 当　期　純　利　益
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（単位：千円）

前中間会計期間末 当中間会計期間末  
前事業年度の

要約貸借対照表

科　　　目

構成比 構成比 構成比

（ 資 産 の 部 ） % % % 

Ⅰ. 流 動 資 産

１. 現 金 預 金 1,109,823 1,763,271 653,448 1,040,313

２. 受 取 手 形 1,085,667 689,673 △395,994 1,102,246

３. 売 掛 金 1,788,999 1,846,118 57,119 2,054,718

４. 棚 卸 資 産 2,556,111 2,330,558 △225,553 2,380,049

５. 繰 延 税 金 資 産 32,609 37,296 4,687 36,792

６. そ の 他 110,698 324,645 213,946 304,890

７. 貸 倒 引 当 金 △11,710 △8,755 2,955 △12,494

流 動 資 産 合 計 6,672,199 56.8 6,982,808 57.7 310,609 6,906,518 57.5 

Ⅱ. 固 定 資 産

(1)有 形 固 定 資 産

１. 建 物 1,273,508 1,187,907 △85,601 1,222,498

２. 金 型 537,232 599,168 61,936 546,807

３. 土 地 1,500,552 1,551,687 51,134 1,500,552

４. そ の 他 382,908 358,129 △24,778 379,917

有形固定資産合計 3,694,202 31.4 3,696,893 30.5 2,691 3,649,776 30.4 

(2)無 形 固 定 資 産 29,778 0.3 30,298 0.3 519 28,359 0.2 

(3)投資その他の資産

１. 投 資 有 価 証 券 605,593 598,829 △6,763 614,886

２. 繰 延 税 金 資 産 238,967 268,767 29,800 276,620

３. そ の 他 608,949 602,734 △6,214 673,514

４. 貸 倒 引 当 金 △94,707 △80,699 14,007 △132,871

投資その他の資産合計 1,358,802 11.5 1,389,633 11.5 30,830 1,432,151 11.9 

固 定 資 産 合 計 5,082,784 43.2 5,116,825 42.3 34,041 5,110,287 42.5 

資 産 合 計 11,754,983 100.0 12,099,634 100.0 344,650 12,016,805 100.0 

（注）記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。

（平成14年３月25日）

金　　額

Ⅵ－１．中間貸借対照表

金　　額

（平成13年９月25日） （平成14年９月25日） 増減金額

金　　額
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（単位：千円）

前中間会計期間末 当中間会計期間末  
前事業年度の

要約貸借対照表

科　　　目

構成比 構成比 構成比

（ 負 債 の 部 ） % % % 

Ⅰ. 流 動 負 債

１. 支 払 手 形 1,295,727 810,155 △485,572 1,198,950

２. 買 掛 金 380,314 368,306 △12,008 429,161

３. 短 期 借 入 金 925,000 1,651,000 726,000 845,500

４.
１ 年 以 内 返 済 予 定
長 期 借 入 金 1,081,872 1,382,416 300,544 1,281,080

５. 未 払 法 人 税 等 4,126 7,309 3,183 92,088

６. 未 払 消 費 税 等 15,194 22,239 7,044 6,515

７. 賞 与 引 当 金 107,000 114,000 7,000 111,000

８. そ の 他 401,559 475,485 73,925 459,153

流 動 負 債 合 計 4,210,795 35.8 4,830,911 39.9 620,116 4,423,449 36.8 

Ⅱ. 固 定 負 債

１. 長 期 借 入 金 1,761,451 1,637,597 △123,854 1,724,605

２. 役員退職慰労引当金 406,809 406,809 － 406,809

３. そ の 他 25,626 70,020 44,394 45,791

固 定 負 債 合 計 2,193,886 18.7 2,114,426 17.5 △79,459 2,177,205 18.1 

負 債 合 計 6,404,682 54.5 6,945,338 57.4 540,656 6,600,655 54.9 

（ 資 本 の 部 ）

Ⅰ. 資　　　本　　　金 1,742,400 14.8 1,742,400 14.4 － 1,742,400 14.5 

Ⅱ. 資　本　準　備　金 1,748,600 14.9 1,748,600 14.5 － 1,748,600 14.6 

Ⅲ. 利　益　準　備　金 137,350 1.1 137,350 1.1 － 137,350 1.1 

Ⅳ. その他の 剰 余 金

(1)任 意 積 立 金 1,679,455 1,708,058 28,602 1,679,455

その他の剰余金合計 1,738,815 14.8 1,526,991 12.6 △211,824 1,782,532 14.8 

△16,864 △0.1 △1,046 △0.0 15,818 5,267 0.1 

資 本 合 計 5,350,301 45.5 5,154,295 42.6 △196,005 5,416,150 45.1 

負 債 ・ 資 本 合 計 11,754,983 100.0 12,099,634 100.0 344,650 12,016,805 100.0 

（注）記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。

Ⅴ. その他有価証券
　　評価差額金

金　　額 金　　額  

(2)中間(当期)未処分利益又は

　 中間(当期)未処理損失(△)
59,360 △181,066 △240,426 103,076

（平成14年３月25日）

金　　額

（平成13年９月25日） （平成14年９月25日） 増減金額
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（単位：千円）

百分比 百分比 百分比

% % % 
Ⅰ. 売　　上　　高 6,440,651 100.0 6,554,503 100.0 113,851 13,457,822 100.0 

Ⅱ. 売　上　原　価 5,053,735 78.5 5,062,825 77.2 9,089 10,665,281 79.2 

売 上 総 利 益 1,386,916 21.5 1,491,678 22.8 104,761 2,792,540 20.8 

Ⅲ. 販売費及び一般管理費 1,343,068 20.8 1,388,429 21.2 45,360 2,783,758 20.7 

営 業 利 益 43,847 0.7 103,248 1.6 59,401 8,781 0.1 

Ⅳ. 営 業 外 収 益 145,892 2.3 37,217 0.6 △108,674 479,833 3.6 

Ⅴ. 営 業 外 費 用 178,095 2.8 369,531 5.7 191,436 315,786 2.4 

経常利益又は経常損失(△) 11,644 0.2 △229,065 △3.5 △240,709 172,829 1.3 

Ⅵ． 特 　別　 利 　益 13,900 0.2 45,598 0.7 31,698 13,900 0.1 

Ⅶ． 特 　別　 損　 失 24,153 0.4 33,627 0.5 9,473 102,314 0.8 

税 引 前 中 間 （ 当期 ）純 利益
又 は 税 引 前 中 間 （ 当 期 ）
純 損 失 （ △ ）

1,390 0.0 △217,093 △3.3 △218,484 84,414 0.6 

法 人 税 、 住 民 税
及 び 事 業 税 4,000 0.0 4,000 0.1 － 101,000 0.7 

法 人 税 等 調 整 額 4,529 0.1 11,872 0.2 7,342 △53,163 △0.4 

中 間 （ 当 期 ） 純 利 益
又は中間（当期）純損失（△） △7,139 △0.1 △232,966 △3.6 △225,827 36,577 0.3 

前 期 繰 越 利 益 66,499 51,899 △14,599 66,499

中間（当期）未処分利益又は
中間（当期）未処理損失（△） 59,360 △181,066 △240,426 103,076

（注）記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。

金　　額

（自 平成14年３月26日　

　至 平成14年９月25日）

金　　額 金　　額

増減金額

Ⅶ－２．中間損益計算書

前事業年度の
要約損益計算書

（自 平成13年３月26日　

　至 平成14年３月25日）

当中間会計期間前中間会計期間

（自 平成13年３月26日　

　至 平成13年９月25日）

科　　　　　　目
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〔中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項〕

１．資産の評価基準及び評価方法

 　①有価証券

子会社株式及び関連会社株式･･･････････････････････････…移動平均法による原価法

その他有価証券

　時価のあるもの････････････････････中間決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部

資本直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算

出）

　時価のないもの････････････････････移動平均法による原価法

 　②デリバティブ･･････････････････････････････時価法

 　③棚卸資産

　製品・原材料・仕掛品････････････････総平均法による原価法

　貯蔵品･･････････････････････････････最終仕入原価法による原価法

　但し、劣化資産については、減耗度控除法による原価法

２．固定資産の減価償却の方法

　有形固定資産････････････････････････定率法

ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（附属設備

を除く）については定額法

３．引当金の計上基準

　　①貸倒引当金

　債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等の特定の

債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

　　②賞与引当金

　従業員に対して支給する賞与の支払いにあてるため、支給見込額に基づき計上しております。

　　③退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基

づき、当中間会計期間末において発生していると認められる額を計上しております。

　なお、会計基準変更時差異については、５年による按分額を費用処理しております。

　数理計算上の差異については、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数(15年)

　による定額法により翌事業年度から費用処理しております。

　　④役員退職慰労引当金

　役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく期末要支給額を計上しております。ただし、

　現在内規により積増しが停止されているため当期の繰入額はありません。

４．リース取引の処理方法

　リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引につい

ては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。

５．消費税等の会計処理

　 消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。
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（貸借対照表関係注記）

前中間会計期間末 当中間会計期間末 前事業年度末

１． 千円 千円 千円

２．

（１）担保提供資産

千円 千円 千円

（２）上記に対応する債務

千円 千円 千円

３． 千円 千円 千円

４． 千円 千円 千円201,970

610,812

1,724,605

3,851,185

（平成14年３月25日）

10,903,626

65,100

1,187,013

1,472,672

413,739

3,138,526

845,500

1,281,080

担保提供資産及びこれに対応する
債務

預 金

建 物

投 資 有 価 証 券

計

1,472,672

422,913

3,197,456

925,000

有形固定資産の減価償却累計額

459,409 858,255

1,382,416

1,637,597

4,671,013

1,081,872

1,761,451

3,768,323

土 地

229,700 174,850

（平成14年９月25日）

11,066,108

126,650

1,153,588

1,472,672

401,181

3,154,092

1,651,000

（平成13年９月25日）

11,077,681

65,100

1,236,770

受取手形割引高

保証債務

計

短 期 借 入 金

１年以内返済予定
長 期 借 入 金

長 期 借 入 金

- ２８ -



（中間損益計算書関係注記）

前事業年度

１．営業外収益のうち重要なもの

千円 千円 千円

－

２．営業外費用のうち重要なもの

千円 千円 千円

－ －

３．特別利益のうち重要なもの

千円 － 千円 千円

－ －

４．特別損失のうち重要なもの

千円 千円 千円

５．減価償却実施額

千円 千円 千円

3,624 8,652

179,002 191,720 396,060計

1,208 1,261

106,600

受 取 利 息

貸倒引当金戻入益

為 替 差 益

31,447

（自 平成13年３月26日　
　至 平成14年３月25日）

1,807

365,968

110,510

86,710

42,983

退職給付会計基準
変 更 時 差 異 償 却

15,723 15,723

有 形 固 定 資 産 174,390 188,095 387,408

無 形 固 定 資 産 4,611

　至 平成13年９月25日） 　至 平成14年９月25日）

57,199

119,468為 替 差 損

支 払 利 息

売 上 割 引 51,419

当中間会計期間

44,206

（自 平成14年３月26日　

44,424

前中間会計期間
（自 平成13年３月26日　

ゴルフ会員権売却益 13,900 13,900

オプション評価損 61,011 86,033 43,743

- ２９ -



（リース取引関係） （単位：千円）

(1) (1) (1)

182,085 82,017 100,067 160,092 63,544 96,548 188,907 97,694 91,212

125,289 17,735 107,554 347,150 52,014 295,135 268,617 30,129 238,487

16,806 8,204 8,601 19,806 11,270 8,535 16,806 9,662 7,143

324,181 107,957 216,223 527,048 126,829 400,218 474,331 137,487 336,843

(注) (注) (注)

(2) 未経過リース料中間期末残高相当額 (2) 未経過リース料中間期末残高相当額 (2) 未経過リース料期末残高相当額

(注) (注) (注)

(3) 支払リース料・減価償却費相当額 (3) 支払リース料・減価償却費相当額 (3) 支払リース料・減価償却費相当額

支払リース料 支払リース料 支払リース料

減価償却費相当額 減価償却費相当額 減価償却費相当額

(4) 減価償却費相当額の算定方法 (4) 減価償却費相当額の算定方法 (4) 減価償却費相当額の算定方法

合　　計 336,843

60,125

60,125

１ 年 内 65,982

１ 年 超 270,861

機 械 装 置

車 輌 運 搬 具

合　　　計

　取得価額相当額は、未経過リース
料期末残高が有形固定資産の期末残
高等に占める割合が低いため、支払
利子込み法により算定しておりま
す。

取得価
額相当
額

減価償
却累計
額相当
額

期末残
高相当
額

工具器具備品

前事業年度
（自 平成13年３月26日　
　至 平成14年３月25日）

合　　　計

前中間会計期間 当中間会計期間

取得価
額相当

額

減価償
却累計
額相当
額

中間期
末残高
相当額

工具器具備品

１ 年 超 164,730

27,529

機 械 装 置

合　　計 216,223

27,529

１ 年 内

　取得価額相当額は、未経過リース
料中間期末残高が有形固定資産の中
間期末残高等に占める割合が低いた
め、支払利子込み法により算定して
おります。

１ 年 内

１ 年 超 322,080

51,493

機 械 装 置

40,828

（自 平成13年３月26日　
　至 平成13年９月25日）

（自 平成14年３月26日　
　至 平成14年９月25日）

合　　　計

合　　計

取得価
額相当
額

車 輌 運 搬 具

　リース物件の所有権が借主に移転する
と認められるもの以外のファイナンス・
リース取引

　リース物件の所有権が借主に移転する
と認められるもの以外のファイナンス・
リース取引

　リース物件の所有権が借主に移転する
と認められるもの以外のファイナンス・
リース取引

　未経過リース料中間期末残高相当
額は、未経過リース料中間期末残高
が、有形固定資産の中間期末残高等
に占める割合が低いため、支払利子
込み法により算定しております。

　未経過リース料中間期末残高相当
額は、未経過リース料中間期末残高
が、有形固定資産の中間期末残高等
に占める割合が低いため、支払利子
込み法により算定しております。

　未経過リース料期末残高相当額
は、未経過リース料期末残高が、有
形固定資産の期末残高等に占める割
合が低いため、支払利子込み法によ
り算定しております。

減価償
却累計
額相当
額

中間期
末残高
相当額

400,218

78,138

　リース期間を耐用年数とし、残存
価額を零とする定額法によっており
ます。

　リース期間を耐用年数とし、残存
価額を零とする定額法によっており
ます。

　リース期間を耐用年数とし、残存
価額を零とする定額法によっており
ます。

リース物件の取得価額相当額、減価
償却累計額相当額及び中間期末残高
相当額

リース物件の取得価額相当額、減価
償却累計額相当額及び中間期末残高
相当額

リース物件の取得価額相当額、減価
償却累計額相当額及び期末残高相当
額

40,828

　取得価額相当額は、未経過リース
料中間期末残高が有形固定資産の中
間期末残高等に占める割合が低いた
め、支払利子込み法により算定して
おります。

車 輌 運 搬 具

工具器具備品

- ３０ -


